
【重点①】

○ごちゃまぜ社会へ向けた学び

と自治の土壌づくり

・地域共生社会へ向けた住民支

え合いワークショップの開催

・福祉教育の充実

・地域福祉と公民館活動の連携

【重点②】

○住民主体の新しいお互いさま

社会づくり

・地域を支える人材育成

・地域の居場所づくり

・地域住民や関係団体との協働

【重点③】

○包括的に機能する相談体制づ

くり

・複合的な課題等に対応する包

括的相談支援体制づくり

・ソーシャルワーク機能が発揮

できる体制整備

・行政職員のソーシャルワーク

機能の強化

【個別重点課題・

くらしを支える取組】

・自殺対策 ・生活困窮対策

・災害時の住民助け合い

・ごちゃまぜの社会づくり

・外国籍県民への支援

・再犯防止

・高齢者、障がい者、子ども等

の地域生活課題への対応

・福祉のまちづくりの推進

・権利擁護

・福祉人材の確保育成

・住宅確保対策

・買い物支援等の生活課題対策

・福祉サービスの質の向上

【住民同士の学びと理解】

〇障がいやＬＧＢＴＱ等への

理解の促進

〇多様な当事者と交流する

機会の創出

【地域での支え合い】

〇地域住民が自ら行うボラン

ティア活動の再興、促進

〇状況に応じた孤立対策

【支援体制の構築】

〇ワンストップの相談・支援

ができる体制の整備

〇伴走的支援やアウトリーチ

等の担い手の育成

【個別課題への対応】

〇孤立高齢者への対応

〇必要に応じた移動手段の

確保

〇生活困窮者への支援の充実

・自立に向けた就労支援

・緊急時に対応できる支援の

仕組み

〇要配慮者の漏れのない円滑

な避難

◎現行計画

＜現行計画からの社会状況の変化等＞ ＜次期計画に必要な視点＞

コロナ禍における
地域支え合い活動
の低下

コロナ禍における
生活困窮者の増

人権問題への関心の
高まり

複合的課題の認識
→支援ニーズの増加
（ひきこもり・医療的ケ
ア児等）

高齢化の進行
（人生100年時代）

現行計画と次期計画について

災害の頻発

【図１】～【図３】

【図４】、【図５】

【図６】、【図７】

【図12】～【図14】

【図10】、【図11】

単身世帯の増

【図８】、【図９】

◎次期計画

＜現行計画の取組＞
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社会状況の変化等

〇人権問題への関心の高まり

人権と自分との関係があると思う人の割合

令和２年度調査 70.4%

平成27年度調査 61.9%

人権問題へ関心がある人の割合

令和２年度調査 87.0%

平成27年度調査 85.4%

人権問題へ関心をもったきっかけ（上位３つ）
新聞・テレビ・インターネット等による差別や

偏見を扱った報道
71.5%

新型コロナウイルス感染拡大に伴う差別や誹謗

中傷
64.0%

学校における人権教育 35.7%

長野県 人権に関する県民意識調査報告書（令和２年度実施）より

【図１】

【図２】

【図３】

〇コロナ禍における地域支え合い活動の低下
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【図４】

消防団の活動状況
【図５】

消防団員数は、各年度４月１日時点（消防庁消防団の組織概要等に関する調査）
活動回数は、長野県危機管理部消防課から
その他の活動：火災・災害関連、捜索、広報指導、演習訓練以外の活動

厚生労働省 福祉行政報告例より
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社会状況の変化等

〇単身者の増

【図６】
世帯類型別世帯数の推移

【図７】
高齢者世帯数の推移
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社会状況の変化等
〇複合的課題の認識

長野県「ひきこもり等に関する調査」
の結果（令和元年度）

【図８】ひきこもりの状況

【図９】医療的ケア児の状況

長野県 医療的ケア児等実態調査報告書（令和元年度）

４

※就職氷河期世代（1974～83年生まれ、2018年時点で35歳以上45歳未満）

＜ひきこもり期間＞

＜ひきこもり等の経緯＞



社会状況の変化等

〇高齢化の進行

【図10】 年齢階級別人口および高齢化率の推移
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【図11】 平均寿命の推移
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社会状況の変化等
〇コロナ禍における生活困窮者の増

【図12】 生活困窮者自立支援制度の新規相談受付件数（人口10万人当たり/月）
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【図13】 生活困窮者自立支援制度で自立支援のために作成されるプランの件数（人口10万人当たり/月）

厚生労働省「生活困窮者自立支援制度支援状況調査」

生産年齢人口：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 15歳～64歳人口
住民税均等割納税義務者：総務省「市町村税課税状況等の調」均等割納税義務者数（家屋敷等のみを除く）

【図14】住民税の課税状況
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△3,720

〇令和元年所得に対する住民税均等割納税者は、総人口の減少傾向に対し、増加傾向となっている。
〇令和２年所得に対する住民税均等割納税者は、減少に転じている。（3,720人の減）
〇特に給与所得者の減少の影響によるものと考えられ、現役世代の困窮者の増が推察される。


